
（様式１－１） 

受付番号   業者コード   所在区分  

 

入札参加資格審査申請書（建設工事） 

 

 令和７・８年度において芳賀地区広域行政事務組合で行われる建設工事に係る競争入札に参加する資格の審

査を申請します。 

 なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 また、入札参加資格者名簿を公表することに同意します。 

 

   令和  年  月  日          芳賀地区広域行政事務組合長 様 
 

新規・更新の区分 □新規 □更新 

 

◆申請者 

商号又は名称 

フリガナ 代表者使用印 

 

代表者役職名  

代表者氏名 

フリガナ 

 

 

◆主たる営業所＜本店＞ 

郵便番号 〒 

住所又は所在地  

登記簿上の所在地 

(所在地と違う場合) 
 

電話番号  ＦＡＸ番号  

 

◆委任を受けた営業所等＜委任のない場合は記入しない＞ 

営業所等の名称 

フリガナ 

 

代理人役職名  

代理人氏名 

フリガナ 

 

住所又は所在地 
〒 

 

電話番号  ＦＡＸ番号  

 

◆申請内容の問合せ先 

部署名  電話番号  

担当者名  ＦＡＸ番号  



 

（様式１－２） 

 

◆財務関係その他 

資本金 
（法人のみ） 

 千円  建設業労働災害防止協会加入 □加入 □未加入 

自己資本額 
（法人のみ） 

 千円  社会保険等の加入 □加入 □経審審査日   

(適用除外含む)  以降に加入 

総従業員数  人 

営業年数  年 

 

◆入札参加を希望する工種情報 

建設業の許可番号   －       ※上２桁は大臣知事コードを記入 

経営事項審査の審査基準日 令和  年  月  日 ※R5.8.1～R6.7.31の基準日に限る 

入札参加を希望する工種 

工種 

コード 
建設工事の種類 

一般・特

定区分 

総合評定値

（Ｐ） 

完成工事高 

（千円） 

技術職員数（人） 

１級 基幹 ２級 その他 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

※入札契約等の権限を委任した場合は、委任先の営業所が許可を受けている建設工事の種類に限ります。 

※添付した経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書から転記してください。 

 

 

建設工事の種類と工種コード表 

工種コード 建設工事の種類 工種コード 建設工事の種類 工種コード 建設工事の種類 

０１ 土木一式工事 １１ 鋼構造物工事 ２３ 造園工事 

０２ 建築一式工事 １２ 鉄筋工事 ２４ さく井工事 

０３ 大工工事 １３ ほ装工事 ２５ 建具工事 

０４ 左官工事 １４ しゅんせつ工事 ２６ 水道施設工事 

０５ 
とび・土工・コンク

リート工事 

１５ 板金工事 ２７ 消防施設工事 

１６ ガラス工事 ２８ 清掃施設工事 

０６ 石工事 １７ 塗装工事 ２９ 解体工事 

０７ 屋根工事 １８ 防水工事   

０８ 電気工事 １９ 内装仕上げ工事   

０９ 管工事 ２０ 機械器具設置工事   

１０ 
タイル・れんが・ 

ブロック工事 

２１ 熱絶縁工事   

２２ 電気通信工事   

 

商号又は名称  

 



（様式２） 

 

委 任 状 

  

私は、次の者を代理人と定め，令和  年  月  日から令和  年  月  日までの芳賀地区広域行

政事務組合に対する下記の権限を委任します。 

 

受 任 者 

営業所等の 

住所又は所在地 
 

受任者印 

 

営業所等の名称  

代理人の職名  

代理人の氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

１ 入札及び見積に関すること ４ 代金の請求及び受領に関すること 

２ 契約締結に関すること ５ 復代理人の選任に関すること 

３ 契約の履行に関すること ６ その他契約処理に関すること 

 

 

令和   年   月   日 

 

芳賀地区広域行政事務組合長 様 

 

 

   住所又は所在地                     

 

   商号又は名称                     

 

   代表者職氏名                     

代表者使用印 

 

 

 

 



（様式３） 

 

 

適用除外誓約書 
 

令和  年  月  日 

 

 

 芳賀地区広域行政事務組合長  様 

 

 

                    住所又は所在地                  

 

 

                    商 号 又 は 名 称                          

 

 

                  代表者役職・氏名                          ㊞ 

 

 

                 健康保険法第 48 条 

下記の理由により、当社は   厚生年金保険法第 27 条  に規定する届出の義務を 

雇用保険法第 7 条      

 

有する者には該当しません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、 

異議は一切申し立てません。 

以上のことについて、誓約します。 

 

記 

 

（健康保険・厚生年金保険） 

□従業員 5 人未満の個人事務所であるため。 

□従業員 5 人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事務所であるため。 

□その他の理由 

 

例）その他の理由を選択した場合 

 令和○年○月○日、関係機関（○○年金事務所○○課）に問い合わせを行い、判断しました。 

 

 

（雇用保険） 

□役員のみの法人であるため。 

□使用する労働者のすべてが 65 歳に達した日以降において新たに雇用したものであるため。 

□その他の理由 

 

例）その他の理由を選択した場合 

 令和○年○月○日、関係機関（ハローワーク○○ ○○課）に問い合わせを行い、判断しました。 

 



 

（様式４） 

工 事 経 歴 書 
 

建設工事の種類  

 

発注者 
元請又
は下請
の別 

工事名 
工事場所のある

都道府県名 

請負代金の額 

(税込・千円） 

着工年月 

完成又は 

完成予定年月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

     
年  月 

年  月 

記載要領 

１ 本表は入札参加を希望する建設工事の種類ごとに作成すること。 

２ この表は、審査基準日の直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について記載すること。 

３ 下請工事については、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「工事名」の欄には下請工事名を記載すること。 

４ 経営事項審査の際に提出した建設業法施行規則様式第２号の写し（２年分）をもって代えることができる。  

商号又は名称  



（様式５） 

誓  約  書 
令和  年  月  日 

 

芳賀地区広域行政事務組合長  様 

                    住所又は所在地                          

 

                    商 号 又 は 名 称                   

 

                  代表者役職・氏名              ㊞ 

  

 

私は、芳賀地区広域行政事務組合（以下「組合」という。）の構成市町（真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀

町）が定める各市町暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の事務又は事業により暴力団を利することとならな

いように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札及び契約から排除してい

ることを確認したうえで、下記事項について、誓約いたします。 

なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、組合が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。 

また、本誓約書に係る誓約事項の確認のため、役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出し、組合が

これを警察に提供することについて同意します。 

記 

 

（１） 自社（法人企業、個人企業及び団体をいう。以下同じ。）は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではありませ

ん。 

（２） 自社の役員等は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。）ではありません。 

（３） 暴力団又は暴力団員が、その経営又は運営に実質的に関与していることはありません。 

（４） 暴力団員であることを知りながら、暴力団員を雇用し、又は使用していることはありません。 

（５） 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約等又は資材、原材料等の購入契約等を締

結することはありません。 

（６） 暴力団員である事実を知らずに、暴力団員を雇用している場合又は暴力団若しくは暴力団員である事実を

知らずに、その者と下請契約等若しくは資材、原材料等の購入契約等を締結した場合においては、当該事

実の判明後すみやかに、措置を講じます。 

（７） 自社又は自社の役員等は、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用することはありません。 

（８） 自社又は自社の役員等は、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していることはありません。 

（９） 自社又は自社の役員等は、暴力団又は暴力団員と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有し

ていることはありません。 

（１０）自社又は下請契約の相手方が暴力団等から不当要求を受けたときは、すみやかに、その旨を組合、警察署、

その他の関係機関に通報します。 


